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 会社概要

 投資家とのコミュニケーション



第6回「⽇本でいちばん
⼤切にしたい会社」⼤賞

経済産業⼤⾂賞 受賞

数字で知るサトーグループ

創業
1940年

25カ国に拠点
90カ国以上で販売

社員数
約5,000名

可変情報ラベルで
世界トップレベル

連結売上※

1,063億円

※2017年3⽉期

バーコードプリンタで
世界2位
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進化とイノベーション

海外売上⾼推移
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戦後復興 スーパーの登場 バーコードの普及 ⽇本経済成熟化
・グローバル化・多様化
・エコロジー・IoT社会…

世界初

売上⾼推移

ハンドラベラー⽵加⼯機・結束機 バーコードプリンタ 独⾃のビジネスモデル
DCS & Labeling

モノづくり主体の事業

世界初

国内売上⾼推移

ソリューション主体のビジネスモデルへ
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独⾃のポジショニング

5

「⼈・モノ・情報」の『最後の1cm®』をつなぐ
ロジスティクス

製造

⾷品公共

ヘルスケア

リテール
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取り扱い商品群
ハードウェア サプライ



【社員】 【経営トップ】

 現場から毎⽇2,000件の提案・報告
 1976年にスタート、40年超の積み重ね

提案・報告

指⽰・
フィードバック

⾃由闊達で⾵通しの良い社⾵を担保

経営の透明性を⾼めるための仕組み (1)
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 社内取締役5名、社外取締役6名
 報酬諮問委員会・指名諮問委員会を設置（CEO+社外取締役3名）

経営の透明性を⾼めるための仕組み (2)
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 社外取締役の導⼊は1990年代にさかのぼる
 初の⼥性取締役（社外）選任は2004年

経営の透明性を⾼めるための仕組み (3)
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2015年
報酬及び指名

諮問委員会の設置
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 会社概要
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基本⽅針
 IR活動の基本アプローチ：

⼀貫性、継続性、スピード

 情報開⽰のバランス：
フェア・ディスクロージャー、
Positive & Negative、
短期よりも中⻑期期待醸成

 株主及び投資家開拓：
量よりも質及びバランス、
知名度向上
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IR中期計画

【５つの戦略】

 IR活動の⾼度化 （⼀貫性、継続性）

 情報開⽰の⾼度化（フェア・ディスクロージャー、外部評価）

 機関投資家

 個⼈投資家

 アナリスト

【５つの戦略】

 IR活動の⾼度化 （⼀貫性、継続性）

 情報開⽰の⾼度化（フェア・ディスクロージャー、外部評価）

 機関投資家

 個⼈投資家

 アナリスト



主な業務
IR 主担当

株主構成の分析、ターゲティング、IR戦略⽴案 ●

定期的な社内への情報フィードバック ●

決算説明会（年2回） 企画・資料作成・運営 ●

その他の説明会 企画・資料作成・運営 ●

海外ロードショー 企画・実施 ●

1 on 1、カンファレンス、問い合わせ 対応 ●

個⼈投資家向け説明会 企画・資料作成・運営 ●

株主総会 企画・資料作成・運営 連携 総務

問い合わせ対応 連携 総務

統合報告書・株主通信 企画・制作 連携 広報

召集通知 企画・制作 連携 総務・広報

IRサイト 企画・制作（コンテンツ） ● 広報

機関投資家/
アナリスト対応

個⼈投資家

印刷物 等

全体企画 等
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投資家からの声(⼀例)

決算説明会に
参加できない

CEOと対話の場を
持ちたい

アナリスト・カバレッジが
少ないガイダンスの

信頼性に疑問

取締役会において、
社外取締役は

どのように意思決定に
関わっているのか

利益分析は、同じ基準で
継続開⽰して欲しい
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改善事例

利益分析は、同じ基準で
継続開⽰して欲しい

【決算説明資料】
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改善事例
決算説明会に
参加できない

ガイダンスの
信頼性に疑問

【決算説明資料 要旨】 【決算説明資料 中期経営計画】
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改善事例

アナリスト・カバレッジが
少ない

外資系証券会社より、
アナリストレポート発⾏

その他、投資家のニーズをベースに
順次活動を計画中
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